
(重要な後発事象) 

当中間連結会計期間（自 平成19年 4月 1日   至 平成19年 9月30日） 

 

リース事業会社の合併及びオートリース事業会社の合併 

当社、三井住友銀リース株式会社（以下、「三井住友銀リース」という。）及び三井住友銀オートリース株

式会社（以下、「三井住友銀オート」という。）は、平成19年7月30日に住友商事株式会社（以下、「住友商事」

という。）、住商リース株式会社（以下、「住商リース」という。）及び住商オートリース株式会社（以下、「住

商オート」という。）との間で、リース事業及びオートリース事業の戦略的共同事業化について、並びに、三

井住友銀リースと住商リースの合併及び住商オートと三井住友銀オートの合併につき最終合意し、それぞれ

についての「共同事業に関する基本契約書」を締結するとともに、「合併契約書」を締結いたしました。こ

の合併契約に基づき、三井住友銀リースと住商リース、住商オートと三井住友銀オートは、それぞれ平成19

年10月1日に合併いたしました。 

 

（パーチェス法適用関係） 

リース事業会社の合併 

１. 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結

合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

住商リース（事業の内容：リース事業） 

(2) 企業結合を行った主な理由 

合併により、三井住友フィナンシャルグループ及び住友商事グループ双方の優良な顧客基盤をベース

に、リース取扱商品の多様化等により、本邦ナンバーワンのリース取扱高を実現するとともに、銀行系

リースの「財務」を切り口としたノウハウと、商社系リースの「モノ」「商流」を切り口としたノウハ

ウを結集・融合し、従来型のリースに留まらない取扱機種の多様化、差別化、高付加価値化を推進する

ことにより、高度化するマーケットニーズに的確に応えられるハイクオリティなリース会社を目指すこ

とといたしました。 

(3) 企業結合日 

平成19年10月1日 

(4) 企業結合の法的形式 

住商リースを存続会社とする吸収合併方式とし、三井住友銀リースは解散いたしました。 

（合併会社の商号：三井住友ファイナンス＆リース株式会社） 

(5) 結合後企業の名称 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 

(6) 取得した議決権比率 

55％ 

 

（子会社の企業結合関係） 

オートリース事業会社の合併 

１. 子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日及び企業結

合の法的形式 

(1) 子会社を含む結合当事企業の名称及び事業の内容 

結合企業   住商オート（事業の内容：オートリース事業） 

被結合企業  三井住友銀オート（事業の内容：オートリース事業） 

㈱三井住友フィナンシャルグループ（8316）　平成20年3月期中間決算短信

-35-



(2) 企業結合を行った主な理由 

合併により、住商オートのバリューチェーンに基づく高付加価値サービスと、三井住友銀オートの営

業ネットワークとを融合させ、競争の激化するオートリース業界で勝ち残りを図り、住友商事グループ

及び三井住友フィナンシャルグループ双方の優良な顧客基盤をベースに、マーケットシェアで業界トッ

プを狙う体制を構築するとともに、商社系オートリースの「モノ」「商流」を切り口としたノウハウと、

銀行系オートリースの「財務」を切り口としたノウハウを結集・融合し、多様なサービスを追求するこ

とにより、更なる顧客満足度の向上を目指すことといたしました。 

(3) 企業結合日 

平成19年10月1日 

(4) 企業結合の法的形式 

住商オートを存続会社とする吸収合併方式とし、三井住友銀オートは解散いたしました。 

（合併会社の商号：住友三井オートサービス株式会社） 

２. 会計処理の概要 

「事業分離等に関する会計基準（企業会計基準第７号）第20項」に規定する個別財務諸表上及び連結

財務諸表上の会計処理を適用いたします。 

３. 事業の種類別セグメントにおいて、当該子会社が含まれていた事業区分の名称 

リース業 

４. 当中間連結会計期間の中間連結損益計算書に計上されている当該子会社に係る損益の概算額 

経常収益  69,752百万円 

経常利益   2,237百万円 

中間純利益  1,254百万円 

５. 継続的関与の主な概要 

三井住友銀オート及びその子会社を当社の連結子会社から除外し、住友三井オートサービス株式会社

及びその子会社を新たに当社の持分法適用の関連会社としております。 
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